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地方自治体の建物内の喫煙室を撤去し、建物内を全面禁煙とする要望書
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謹啓

貴職におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

!

私ども禁煙推進学術ネットワークは、専門の異なる医師 ・歯科医師が学術的観点から禁

煙推進のための社会貢献活動を行なうために 2006年に事業として始め、これまでに」R在

来線の全面禁煙化、禁煙治療の医療保険適用、医歯学部の敷地内禁煙の導入推進などの活

動を行なってきました。

喫煙 と受動喫煙がさまざまな健康障害の原因となっていることは科学的に明らかです。

平成 17(2005)年 2月 に発効 した 「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」では、
「喫煙室や空気清浄機の使用では受動喫煙を防止できない」ことから建物内を全面禁煙 と

することを締約国に求めてお ります
D。 どのような喫煙室を作成 しても漏れを防止するこ

とは不可能であることは、厚生労働省の研究班の調査結果でも明らかにされてお ります の。

すでに、海外ではアイルラン ド (2004年)や イギリス (2007年)、フランス (2008年)、

トルコ (2009年)カミ相次いで屋内を全面禁煙 とする法律を制定してお り、そのような国で

は心筋梗塞の発症数が禁煙直後の 1年間で 17%減 少 したことが報告されています
3,4)。

わが国でも平成 22年 2月 に厚生労働省健康局生活習慣病対策室から発表された 「受動喫

煙防止対策について」 (健発 0225第 2号 )に おいて官公庁をはじめ公共性の高い施設は第
一選択として建物内を全面禁煙 とする方針が示 されました。この通知を受け、資料 1(同

封の報告書、付箋部分)に 示すように多くの自治体で建物内禁煙が実施 (青)・決定 (緑)、

検討 (黄)さ れています。

禁煙推進学術ネットワークは、以下の理由により地方自治体をはじめとしたすがての官

公庁 (議会部分も含む)の喫煙室を廃止 し、建物内を完全禁煙 とすることを要望 しました。

1.喫 煙室を廃止 して建物内禁煙 とすることは最も有効な受動喫煙対策であること

2.喫 煙室の維持管理費用 (1カ所で年間 9000～11400kWh、20～25万 円)が 削減でき、

節電と公費の節約となること (資料 2)

3.官 公庁が建物内禁煙を率先垂範すれば、民間施設の禁煙化の推進が期待できること

4.勤 務時間中の喫煙離席の減少と禁煙者の増加により作業効率が良くなること

既に建物内禁煙となつている自治体では、敷地内禁煙および就業時間中の喫煙禁上につ

いてもご検討下さいn

謹 白

お問合わせ先 :禁煙推進学術ネットワーク 委 員長 :藤原久義

〒660 - 0 8 2 8  兵庫県尼崎市東大物町 1丁 目1番 1号

兵庫県立尼崎病院院長室内 電 話 :06 - 6 4 8 2 - 1 5 2 1、FA X : 0 6 - 6 4 8 2 - 7 4 3 0
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